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はじめに

ここでは、コロナ禍を「災害」と捉え、これまでの災害時外国人支援の経

験から、ウィズコロナにおける情報伝達の課題について考えます。

また、ディスカッションを通じて、コロナ禍から浮かび上がってきた実践

的課題を共有することを目指したいと思います。
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自治体施策における災害時外国人支援の「現在地」

• 多文化社会の防災政策では平時・災害時問わず、多言語情報提供が

主要な施策となっている。しかしそれらが十分な効果を上げていな

いと認識されている（菊池2020）。

• 災害の多様化・激甚化・頻発化（気候変動により水害が多発化）

• 外国人の増加・多様化（「支援する」外国人、外国人観光客）

自治体施策における災害時外国人支援の「現在地」

新型コロナウイルス(COVID-19) パンデミック （2020-）

• 世界的流行（pandemic）

• 移動の制限

• 新たな複合災害のリスク
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コロナ禍での取組み：仙台市における外国人相談窓口の事例から

• 2020年1月頃から関連の相談が寄せられ始める。

• 2020年３月下旬に仙台市内の飲食店でALT（外国語指導助手）を含む複数人の

感染が確認される。感染への不安や、感染が疑われる症状を訴える外国人住

民からの相談が急増。

➡宮城県・仙台市が設置した専門コールセンターにつなぎ、３者間通話（トリオフォ

ン）を活用してコミュニケーションの支援を実施。必要に応じて、保健所や医療

機関との連絡調整等を担う。

• 2020年5月頃から日本語学校、専門学校の留学生を中心に生活困窮の相談

が急増。「アルバイトが激減して、学費が払えない」、「家賃を払うことができな

い」、「食料が底をつきそうだ」etc.

➡仙台市社会福祉協議会と連携し、「新型コロナウイルス感染症における特例貸

付」の案内や申請予約の調整。

➡「フードバンク仙台」と連携し、同団体が外国人向け食糧提供を実施するにあ

たっての多言語の広報、場所の提供で協力。

コロナ禍での取組み：仙台市における外国人相談窓口の事例から

5

6



2021年3月11日集住都市会議主催WEBセミナー
「ウィズコロナにおける外国人への情報伝達の課題」

4

• 2020年10月末に仙台市内専門学校でクラスターが発生。学生寮で生活する

留学生を中心に計１０２人の感染が判明（2020年10月31日付 河北新報）。

• 保健所と連携し、外国人の濃厚接触者への聴き取りに際して、通訳によるコ

ミュニケーション支援を実施。

➡仙台観光国際協会企画部門、仙台市関係課等と連携し、外国人住民への感染

予防のための情報発信を強化。

コロナ禍での取組み：仙台市における外国人相談窓口の事例から

内閣官房 新型インフルエンザ等対策有識者会議
第14回新型コロナウイルス感染症対策分科会（2020年11月9日）
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内閣官房 新型インフルエンザ等対策有識者会議
第14回新型コロナウイルス感染症対策分科会（2020年11月9日）

多文化社会の情報保障

• 情報保障の基本：「情報のかたちを人にあわせる」「格差／ 差別をなく

す」「情報の発信を保障する」（松尾・菊池ほか2013）

• コロナ禍によって構造的な問題が顕在化

• 無意識下の排他意識

➡ 外国人を労働力としてだけではなく、外国人と共に生きる社会づくり

の視点が不可欠。外国人相談窓口、地域日本語教室の役割が重要。

➡ 外国人の社会参加が重要。
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・第3回国連防災世界会議の成果文書

・2005年の第2回会議（兵庫）で採択された「兵庫行動枠
組」の後継

・2030年までの国際的な防災の取り組み指針として、世
界で仙台防災枠組に基づく取り組みが行われている。

○ 仙台防災枠組の特徴

・災害による死亡者の減少など、地球規模の目標を初め
て設定。

・防災の主流化、事前の防災投資、復興過程における
「より良い復興（Build Back Better）」などの新しい考
え方を提示。

・防災・減災での女性や子ども、企業など多様なステー
クホルダーの役割を強調。

仙台防災枠組2015-2030

（Sendai Framework for Disaster Risk Reduction 2015-2030）

情報伝達における３つの「フリー」

1. 情報のバリアフリー

2. 情報伝達におけるフェイズフリー

3. こころのバリアフリー

➡ 平時から、さまざまなかたちと方法で情報を届ける。

➡ 平時から「外国人コミュニティ」と多様な接点をもつ。

➡ 受け手の気持ちを配慮した情報発信をこころがける。
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